
 

 

 

 

 

2016 税制改正要望の実現に向けて 

国土交通大臣へ要請行動を展開！  
～ＪＲ九州に対する税制特例措置の継続適用、ＪＲ貨物の新車特例措置の適用延長、 

ＪＲ北海道・四国に係る財務面での支援措置等、ＪＲ三島会社・ＪＲ貨物支援を強く求める～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 月３日、ＪＲ連合は、2016 税制改正要望の実現に向けた最終局面の取り組みとして、各単

組代表者およびＪＲ連合国会議員懇談会（議員懇）所属議員とともに、石井国土交通大臣への要

請行動を展開した。議員懇からは、髙木義明会長（衆議院議員）、伴野豊副会長（衆議院議員）、

榛葉賀津也副会長（参議院議員）、小川淳也事務局長（衆議院議員）、広田一幹事（参議院議員）、

泉健太幹事（衆議院議員）の６議員が同行し、税制特例措置がＪＲを支え発展させるために不可

欠であることを、働く者の立場から一丸となって訴えた。 

冒頭、議員懇の髙木会長およびＪＲ連合の松岡会長からは、ＪＲ産業を取り巻く環境、特に地

方鉄道の窮状、ＪＲ三島会社・ＪＲ貨物の労使の奮闘等を伝え、そして国からの継続的な支援を

要請。ＪＲ九州労組の許斐執行委員長からは、ＪＲ九州が国鉄改革以降実施してきた様々な効率

化施策等の経営努力に触れ、地元との連携を図ってきたこと、地元に育ててもらったことへの恩

返しをしていく想いを伝えた。一方で、ＪＲ九州が株式上場後も税制特例措置なくしては極めて

厳しい環境にあることを訴え、税制支援措置の継続を求めた。続いて、貨物鉄産労の山﨑執行委

員長からは、ＪＲ貨物がこの間様々な経営努力を積み重ね、現在鉄道事業の黒字経営と自立を目

指し、一日でも早くこの間の支援措置に報いていく強い意思が労使にあることを伝え、引き続き

の税制支援措置の必要性を強く訴えた。 

これに対して、石井国土交通大臣からは、今回の要望事項であるＪＲ三島会社・ＪＲ貨物に係

る税制特例措置が、地方路線維持のための経営支援策として重要であり、省としても来年度以降

も必要な措置であるという認識をもっていることや、省としても税制改正要望実現に取り組んで

いる旨が述べられた。加えて大臣からは、ＪＲ連合・各単組・議員懇への協力要請もあった。  

2016 税制改正も最終局面！ＪＲ連合は要望実現に向け、最後まで全力で取り組みを進める！ 

 

【別紙】要請書（ＪＲ三島会社・ＪＲ貨物に対する税制特例措置等の支援措置を求める要請） 
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